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ごあいさつ
株主のみなさまには、平素から格別のご高配を賜り厚く

御礼申しあげます。
さて、第８５期報告書をお手元にお届けするにあたりまし

て、一言ごあいさつ申しあげます。
当連結会計年度におけるわが国の経済は、年度後半にお

いて、輸出環境の改善や政府の経済財政運営に対する期待
感などを背景に、個人消費や企業の生産活動に持ち直しの
動きが見られるなど、景気回復の兆しが現れてまいりました。
しかしながら、建設業界におきましては、依然として激

しい受注・価格競争が続いており、また、九州電力株式会
社の経営効率化への取り組みにおいて、電力設備投資の一
層の削減・繰延べが実施されるなど、当社グループを取り
巻く経営環境は、厳しい状況で推移いたしました。
このような状況のもと、当社グループは、太陽光発電関

連工事や省エネルギー・環境関連分野での受注拡大に向け、
いち早く営業・施工体制を整備・強化し、提案型の技術営
業を積極的に推し進めるとともに、徹底したコスト削減に
よる競争力の強化や工事採算性の改善など、目標利益の確
保に向け、収支両面からの取り組みに全力を傾注してまい
りました。
また、長期かつ安定的な収益確保を目指した再生可能エ

ネルギー発電事業への参入や海外での本格的な事業展開を
開始するなど、将来に向けた事業基盤の拡充にも努めてま
いりました。
以上の結果、当連結会計年度の工事受注高は、太陽光発

電関連工事が大幅に増加したことにより、２,５５９億８３百万
円（前年同期比１９.３％増）と前年同期を大きく上回りまし
たが、売上高につきましては、前期からの繰越工事の減少
などにより、２,３９２億８２百万円（前年同期比３.０％減）と前
年同期を下回りました。一方、利益面におきましては、コ
スト削減策の効果によって工事採算性が向上し、営業利益
は４３億７１百万円（前年同期比１４０.０％増）、経常利益は５７億
４４百万円（前年同期比７５.２％増）となりました。さらに、
当期純利益につきましても、２８億８２百万円（前年同期比
１１３.４％増）となり、営業利益、経常利益及び当期純利益
ともに前年同期を上回りました。
このような状況のなかで、当社グループは、本年度の経

営基本方針に「持続的成長に向けた経営基盤の確立」を掲
げ、収益性や生産性を高めるための抜本的な構造改革に全
社を挙げて取り組むとともに、長期的な成長戦略を実行・
推進するための経営基盤を確立することといたしました。
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具体的には、電力設備投資の動きに適切に対応して収益
の安定化を図るため、グループ一体となった施工体制の整
備を行い、作業の効率化とコスト低減対策を強力に推進い
たします。
また、公共投資の増加や民間設備投資の回復など、今後

予測される建設市場の動きを見据え、受注の拡大と収益の
向上に向けて営業・施工体制を一層強化し、受注競争に打
ち勝つための原価低減策や、採算性を重視した営業戦略を
さらに徹底してまいります。
当社グループは、グループ全員の夢や希望、想いを込め

た「未来図」を描き、２０３０年を目処とした将来ビジョン『あ
りたい姿』を策定いたしました。
また、『高収益体制の再構築と新たなる成長軌道の確立』

をメインテーマとする『中期経営計画（２０１０年度～２０１４年
度 ５カ年計画）』を、将来ビジョンの実現に向けた成長
戦略を的確かつ迅速に推進するための実行計画と位置付け
て、着実にこれを実行するとともに、会社創立７０周年とな
る最終年度の計画完遂に向け、第一にコア事業分野の基盤
強化による収益の安定化・向上、第二に経営資源の再配分
による新たな需要の創出、第三に未来を担う人財の育成・
発掘を重点課題として、スピード感を持って取り組んでま
いります。
一方、安全の確保・コンプライアンス経営の徹底につき

まして、当社グループが健全な企業活動を行ううえで、そ
の前提となる重要かつ恒常的な課題と位置付け、具体的活
動を展開いたします。
当社グループは、このような取り組みを通して直面する

厳しい状況を克服し、更なる業績の向上と社会的責任の遂
行に邁進する所存でありますので、株主のみなさまには、
今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し
あげます。

平成２５年６月

代表取締役
社 長
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北九州市黒崎副都心
「文化・交流拠点地区」整備

（電気・空調管設備）

確かな技術で期待に応える。

九州国際重粒子線がん治療センター（電気・空調管設備）

北九州市立八幡西図書館

黒崎ひびしんホール
３



地中線工事

串木野れいめい風力発電所（電気設備）

日産グリーンエナジーファームイン大分
大分臨海工業地帯６号地メガソーラー

（電気設備）

福岡刑務所総合管理棟（電気設備）

配電線工事

健康保険 熊本総合病院（電気・空調管設備）

通信工事
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（平成２５年３月３１日現在） 単位：百万円

連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）
流 動 資 産
現 金 預 金
受取手形・完成
工事未収入金等
有 価 証 券
未成工事支出金
不動産事業支出金
商 品
材料貯蔵品
繰延税金資産
そ の 他
貸倒引当金

固 定 資 産
有形固定資産
建物・構築物
機械、運搬具及び
工具器具備品
土 地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産

投資その他の資産
投資有価証券
長期貸付金
繰延税金資産
そ の 他
貸倒引当金

１１０,２１１
１９,５８９
７５,２９５
２６３

７,５５０
１,０７５
２３１
５５４

２,９０９
２,７４５
△ ２

１０１,７３２
６８,４８５
３２,１６１
６,１８９
２６,９４２
２,６９７
４９５

１,３２２

３１,９２４
２２,９１２
３６５

６,０６４
３,５１３
△ ９３０

（負債の部）
流 動 負 債
支 払 手 形 ・
工事未払金等
短期借入金
未払法人税等
未成工事受入金
役員賞与引当金
工事損失引当金
そ の 他

固 定 負 債
長期借入金
リース債務
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
そ の 他

負 債 合 計

（純資産の部）
株 主 資 本
資 本 金
資本剰余金
利益剰余金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券
評 価 差 額 金
為替換算調整勘定

少数株主持分

純資産合計

８６,３１５
６２,５９８
７,７５８
８７０

８,０４７
１３
５３９

６,４８６

２９,６７８
５,０４０
２,２４８
２０,５８４
１３８

１,６６７

１１５,９９４

９３,６３１
７,９０１
７,８８９
８２,２６０
△４,４２０

１,３２５
１,３７６
△ ５１

９９４

９５,９５０

資 産 合 計 ２１１,９４４ 負債・純資産合計 ２１１,９４４
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（平成２４年４月１日から
平成２５年３月３１日まで） 単位：百万円

連結損益計算書

科 目 金 額

売 上 高
完 成 工 事 高
そ の 他 の 事 業 売 上 高

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価
その他の事業売上原価

２３１,８８８
７,３９４

２１１,１５０
６,４６４

２３９,２８２

２１７,６１５

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益
その他の事業総利益

２０,７３７
９２９ ２１,６６７

販売費及び一般管理費 １７,２９５

営 業 利 益 ４,３７１

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
持分法による投資利益
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他

２３９
８９

１,５１２

３４９
１１９

１,８４１

４６８

経 常 利 益 ５,７４４

特 別 利 益
国 庫 補 助 金
そ の 他

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
固 定 資 産 圧 縮 損
投資有価証券評価損
減 損 損 失
そ の 他

１,５９９
１３５

１０１
１,５９９
３６８
２３８
１４９

１,７３５

２,４５６

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

１,１３５
９７１

５,０２３

２,１０７

少数株主損益調整前当期純利益 ２,９１６

少 数 株 主 利 益 ３３

当 期 純 利 益 ２,８８２
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（平成２４年４月１日から
平成２５年３月３１日まで） 単位：百万円

連結株主資本等変動計算書

科 目 残 高 及 び 変 動 事 由 金 額

株 主 資 本
資 本 金 当期首残高 ７,９０１

当期末残高 ７,９０１

資本剰余金 当期首残高 ７,８８９
当期末残高 ７,８８９

利益剰余金 当期首残高 ８０,１１１
当期変動額 剰余金の配当 △ ７３１

当期純利益 ２,８８２
その他 △ １

当期末残高 ８２,２６０

自 己 株 式 当期首残高 △ ４,２８５
当期変動額 自己株式の取得 △ １３４
当期末残高 △ ４,４２０

株主資本合計 当期首残高 ９１,６１６
当期変動額 剰余金の配当 △ ７３１

当期純利益 ２,８８２
自己株式の取得 △ １３４
その他 △ １

当期末残高 ９３,６３１

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 当期首残高 １９５

当期変動額 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） １,１８０
当期末残高 １,３７６

為替換算調整勘定 当期首残高 △ ５２
当期変動額 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） １
当期末残高 △ ５１

その他の包括利益累計額合計 当期首残高 １４３
当期変動額 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） １,１８１
当期末残高 １,３２５

少数株主持分 当期首残高 ９５９
当期変動額 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ３４
当期末残高 ９９４

純資産合計 当期首残高 ９２,７２０
当期変動額 剰余金の配当 △ ７３１

当期純利益 ２,８８２
自己株式の取得 △ １３４
その他 △ １
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） １,２１６

当期末残高 ９５,９５０
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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１． 連結の範囲に関する事項
⑴ 連結子会社の数 ４３社

主要な連結子会社の名称
㈱福岡電設、㈱きたせつ、㈱大分電設、㈱明光社、
㈱南九州電設、㈱熊栄電設、㈱長営電設、㈱有明電設、
九興総合設備㈱、九州電工ホーム㈱、㈱昭電社

株式会社ウィングランドについては、平成２４年４月２７日に、
連結子会社である株式会社新エネルギー企画による株式の取得
により連結子会社となった。
連結子会社である株式会社小倉電設については、平成２４年７

月１日に、連結子会社であった株式会社筑豊電設及び株式会社
北九州設備を吸収合併し、株式会社きたせつに名称を変更して
いる。
連結子会社である株式会社南九州電設については、平成２４年

７月１日に、連結子会社であった株式会社九電工ファシリ
ティーズ鹿児島を吸収合併している。
連結子会社である株式会社長営電設については、平成２４年７

月１日に、連結子会社であった株式会社長翔設備を吸収合併し
ている。

⑵ 主要な非連結子会社の名称
㈱大分稙田ＰＦＩ

非連結子会社７社は、いずれも小規模会社であり、合計の総
資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等は、いずれも重要性が乏しいため連結の
範囲から除いている。

２． 持分法の適用に関する事項
非連結子会社と関連会社に対する投資額については、小規模

会社を除き、持分法を適用している。
⑴ 持分法適用会社数

関連会社 ３社
持分法適用会社の関連会社の名称
㈱九建、長崎鹿町風力発電㈱、渥美グリーンパワー㈱

⑵ 持分法非適用の主要な非連結子会社の名称
㈱大分稙田ＰＦＩ

⑶ 持分法非適用の主要な関連会社の名称
西技工業㈱

持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期
純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がない
ため、持分法の適用から除外している。

３． 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社である九連環境開發股份有限公司の決算日は１２月３１

日である。連結財務諸表の作成に当たっては同決算日現在の財務
諸表を使用している。ただし、１月１日から連結決算日３月３１日
までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を
行っている。
九連環境開發股份有限公司以外の連結子会社の事業年度は、親

会社と同一である。
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会計処理基準に関する事項
１． 資産の評価基準及び評価方法
⑴ 有価証券

その他有価証券
時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）
なお、組込デリバティブを区分して測

定することができない複合金融商品は、
複合金融商品全体を時価評価し、評価差
額を連結決算日の損益に計上している。

時価のないもの 移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資（金融商品取引法
第２条第２項により有価証券とみなされ
るもの）については、組合契約に規定さ
れる決算報告日に応じて入手可能な最近
の決算書を基礎とし、持分相当額を純額
で取り込む方法によっている。

⑵ たな卸資産
① 未成工事支出金 個別法による原価法
② 不動産事業支出金 個別法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

③ 商品、材料貯蔵品 主として総平均法による原価法
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

２． 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産を除く）

建 物 定額法
そ の 他 定率法

無形固定資産
（リース資産を除く）

ソフトウェア
（自社利用）

定額法
（５年償却）

そ の 他 定額法
リース資産 所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係る
リース資産

リース期間
定額法

３． 引当金の計上基準
⑴ 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
している。

⑵ 投資損失引当金
投資に対する損失への対応を図るため、財務健全性の観点か

ら、必要額を計上している。
なお、投資損失引当金は、当該資産の金額から直接控除して

いる。
⑶ 役員賞与引当金

連結子会社は、役員に対して支給する賞与の支出に充てるた
め、当連結会計年度に見合う分を計上している。

⑷ 工事損失引当金
受注工事の損失発生に備えるため、当連結会計年度末手持工

事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的に見積る
ことのできる工事について、その損失見込額を計上している。

⑸ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。過
去勤務債務（債務の減額）については、その発生時における従
業員の平均残存勤務期間の年数による定額法により按分した額
を発生時から費用の減額処理している。また、数理計算上の差
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異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間
の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から費用処理している。

⑹ 役員退職慰労引当金
連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員

退職慰労金内規により計算した支給基準額を計上している。
４． 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め
られる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原
価比例法）を適用し、その他の工事については、工事完成基準を
適用している。

５． ヘッジ会計の方法
⑴ ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理による。なお、すべて金利スワップに係る特
例処理の要件を満たしているため、特例処理の方法を採用して
いる。

⑵ ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段……金利スワップ
ヘッジ対象……借入金利息

⑶ ヘッジ方針
金融機関からの借入金の一部について、金利変動によるリス

クを回避するため、金利スワップ取引を利用している。投機目
的のデリバティブ取引は行わない方針である。

⑷ ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性

の判断を省略している。
６． のれんの償却方法及び償却期間

のれん及び負ののれんの償却については、主として５年間の均
等償却を行っている。

７． 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式に

よっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当連
結会計年度の費用として処理している。

８． 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。

会計方針の変更等に関する注記
会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会
計年度より、平成２４年４月１日以後に取得した有形固定資産につ
いては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更してい
る。
なお、この変更により、当連結会計年度の営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微である。

表示方法の変更に関する注記
１． 連結貸借対照表関係
⑴ 前連結会計年度において、固定負債の「その他」に含めて表示
していた「長期借入金」は、重要性が増したため、当連結会計年
度において区分掲記している。
なお、前連結会計年度における「長期借入金」は、固定負債の

「その他」に、８０百万円含まれている。
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連結貸借対照表に関する注記
１． 担保資産

担保に供している資産
流動資産その他（短期貸付金） ２３百万円
投 資 有 価 証 券 ３２１百万円
長 期 貸 付 金 １５４百万円

計 ４９９百万円
当社が出資しているＰＦＩ事業及び再生可能エネルギー発電事

業に関する事業会社の借入債務に対して、担保を提供している。
２． 資産から直接控除した引当金

投資有価証券 投資損失引当金 ２７７百万円
３． 有形固定資産の減価償却累計額 ４０,４２７百万円
４． 保証債務

被 保 証 者 保証金額 被保証債務の内容

渥美グリーンパワー㈱ ８１２百万円 ㈱みずほコーポレート銀行
に対する借入契約保証

長島ウインドヒル㈱ ４０７ ㈱日本政策投資銀行に対す
る借入契約保証

計 １,２２０

５． 受取手形裏書譲渡高 １５百万円
６． 工事損失引当金

未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示
している。損失発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金
のうち、工事損失引当金に対応する額は２６３百万円である。

７． 貸出コミットメント契約
ＰＦＩ事業会社（１１社）への協調融資における劣後貸出人とし

て、同１１社と劣後貸付契約を締結している。
なお、貸出コミットメントの総額は２２２百万円であるが、当連

結会計年度末における実行残高はない。

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１． 発行済株式に関する事項 （単位：株）

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
普通株式 ８３,００５,８１９ ― ― ８３,００５,８１９

２． 配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

決 議 株式の
種 類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）基 準 日 効力発生日

平成２４年
４月２７日
取締役会

普通
株式 ３６６ ５ 平成２４年

３月３１日
平成２４年
６月７日

平成２４年
１０月３１日
取締役会

普通
株式 ３６５ ５ 平成２４年

９月３０日
平成２４年
１２月３日

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生
日が当連結会計年度後となるもの

決 議 株式の
種 類

配当の
原 資

配当金の
総 額
（百万円）

１株当たり
配 当 額
（円）

基 準 日 効力発生日

平成２５年
４月２６日
取締役会

普通
株式

利 益
剰余金 ３６５ ５ 平成２５年

３月３１日
平成２５年
６月６日
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金融商品に関する注記
１． 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については一時的な余剰資金を安全
性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金や営業資産の
購入資金を銀行等金融機関からの借入により調達している。
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用

リスクに晒されている。当該リスクに関しては、取引先ごとの期
日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化による回
収懸念の早期把握や軽減を図っている。
投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに

晒されているが、定期的に時価や発行体（取引企業）の財務状況
を把握している。
短期借入金は、営業取引に係る資金調達である。
長期借入金は、投資に係る資金調達である。
デリバティブ取引は、余剰資金の運用を目的として、安全性が

高いと判断された複合金融商品を利用し、投機的な取引は行わな
い方針である。また、取得については、都度、決裁権限規程に基
づき判断されている。
なお、金融機関からの借入金の一部については、金利変動によ

るリスクを回避するため、金利スワップ取引を利用している。ま
た、へッジ取引については、都度、内規に基づき判断されている。

２． 金融商品の時価等に関する事項
平成２５年３月３１日（当期の連結決算日）における連結貸借対照

表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

連結貸借対照表
計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

現金預金
受取手形・完成工事未収入金等
貸倒引当金（※１）

１９,５８９
７５,２９５
△ ２

１９,５８９ ―

７５,２９２ ７５,２９２ ―
投資有価証券
その他有価証券 １３,０５６ １３,０５６ ―
資 産 計 １０７,９３８ １０７,９３８ ―

支払手形・工事未払金等 ６２,５９８ ６２,５９８ ―
負 債 計 ６２,５９８ ６２,５９８ ―

デリバティブ取引 ― ― ―
（※１） 受取手形・完成工事未収入金等に係る貸倒引当金を控除している。

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する
事項

資 産
⑴ 現金預金、並びに ⑵ 受取手形・完成工事未収入金等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっている。

⑶ 投資有価証券、並びにデリバティブ取引
時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価

格又は取引金融機関から提示された価格によっている。また、投資信託に
ついては、公表されている基準価格によっている。
なお、組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、

複合金融商品全体を時価評価している。また、金利スワップの特例処理の
対象とされた金利スワップについては、長期借入金と一体として処理して
いる。

負 債
⑴ 支払手形・工事未払金等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっている。

（注２） 非上場株式等（連結貸借対照表計上額９,８５５百万円）は、市場価格がなく、
時価を把握することが極めて困難と認められるため、「⑶ 投資有価証券」
には含めていない。
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１株当たり情報に関する注記
１． １株当たり純資産額 １,３００円２３銭
２． １株当たり当期純利益 ３９円４６銭

重要な後発事象に関する注記
株式取得による子会社化について

当社は、平成２５年４月２６日開催の取締役会において、「Asia Pro-
jects Engineering Pte Ltd」の持分８２.０９％の株式を取得し子会社
とすることを決議し、平成２５年４月２６日付で株式売買契約を締結
した。
⑴ 被取得企業の概要
① 名 称 Asia Projects Engineering Pte Ltd

（以下APECO社）
② 本 店 所 在 地 ３２ペンジュンロード，シンガポール
③ 事 業 の 内 容 プラントエンジニアリング、関連工

事及びメンテナンスサービス事業
④ 資 本 金 １.５百万シンガポールドル
⑤ 企 業 結 合 日 平成２５年５月３１日予定
⑥ 企業結合の法的形式 株式取得
⑦ 結合後企業の名称 結合後企業の名称に変更はない
⑧ 取得した議決権比率 ８２.０９％（株式数１,２３１,３５０株 なお、

異動前は０株）
⑨ 取得企業を決定する

に至った主な根拠
当社が、現金を対価として議決権の
過半数を取得したため

⑵ 企業結合を行った理由
当社は、中期経営計画（２０１０年度～２０１４年度）の柱の一

つとして「拡大再生産の実践」を掲げ経営資源を有望な市
場・分野に投入することとしている。その中で海外事業展
開については、東南アジアをターゲットとし、当社が持つ
技術・人材・ネットワークを活用して展開すると同時に、
国内外での良好なパートナーを発掘しアライアンスや資本
参画を行い、パートナーが持つ経営資源も活用しながら展
開する策も併せて推進する方針である。
シンガポールは東南アジア諸国の中心であり、そこで４０

年以上にわたり発電所工事及びプラントエンジニアリング、
地域冷房に関する工事で優れた実績を持つAPECO社を
子会社化することで、当社の強みである設備工事及び環境
エネルギー事業・工事とのシナジー効果が期待でき、さら
には中期的観点から東南アジアにおいてダイナミックな事
業展開が実現できると考える。

⑶ 被取得企業の取得原価及びその内訳
取得の対価 企業価値相当分 ２,３００百万円

結合時に引き継がれる
余剰現金相当分 １,３００百万円

取得に要した費用 デューディリジェンス
費用等 １４５百万円

取 得 原 価 ３,７４５百万円
上記金額は概算であり、株式の取得日以降に確定する。

なお、取得の対価は現金にて支払う予定である。
⑷ 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定していない。
⑸ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並び

にその主な内訳
現時点では確定していない。
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（平成２５年３月３１日現在） 単位：百万円

貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）
流 動 資 産
現 金 預 金
受 取 手 形
完成工事未収入金
ファクタリング債権
有 価 証 券
未成工事支出金
材料貯蔵品
前 払 費 用
繰延税金資産
短期貸付金
そ の 他
貸倒引当金

固 定 資 産
有形固定資産
建物・構築物
機械・運搬具
工具器具・備品
土 地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
ソフトウェア
そ の 他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
その他の関係会
社 有 価 証 券
出 資 金
関係会社出資金
長期貸付金
破産更生債権等
長期前払費用
繰延税金資産
そ の 他
貸倒引当金

１０３,２５７
１６,４０３
７,２５４
５０,３２４
１３,０９３
２５４

５,７７３
３７１
３３０

２,３５８
５,２０２
１,９１０
△ ２１

９０,１６６
５４,３０８
２７,４３７
２７２
７９０

２３,１３７
２,２００
４７１

１,２４３
６３７
６０５

３４,６１４
１５,９８２
２,５２６

７
１８
５０

８,９４５
３４０
８４

５,５４１
２,６０４
△１,４８８

（負債の部）
流 動 負 債
支 払 手 形
工事未払金
短期借入金
キャッシュ・マネジメント
・サ ービ ス 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
未成工事受入金
預 り 金
営業外支払手形
工事損失引当金
そ の 他

固 定 負 債
長期借入金
リース債務
長期未払金
退職給付引当金
そ の 他

負 債 合 計

（純資産の部）
株 主 資 本
資 本 金
資本剰余金
資本準備金
利益剰余金
その他利益剰余金
圧縮記帳積立金
特別償却準備金
別途積立金
繰越利益剰余金
自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券
評 価 差 額 金

純資産合計

８８,１３２
１０,７３４
４６,１４２
７,５００
１０,５８９
２,００８
１,２６４
５６８

６,７２０
９８５
２０１
４７７
９３９

２６,３４４
５,０００
１,８４１
２３８

１９,０６９
１９４

１１４,４７６

７７,５８３
７,９０１
７,８８９
７,８８９
６６,２０４
６６,２０４
２,６０１
３４

５８,５１９
５,０４８
△４,４１３

１,３６４
１,３６４

７８,９４７

資 産 合 計 １９３,４２３ 負債・純資産合計 １９３,４２３
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（平成２４年４月１日から
平成２５年３月３１日まで） 単位：百万円

損益計算書

科 目 金 額

売 上 高
完 成 工 事 高
兼 業 事 業 売 上 高

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価
兼 業 事 業 売 上 原 価

２２１,５３１
４８５

２０４,９３２
３９１

２２２,０１６

２０５,３２４

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益
兼 業 事 業 総 利 益

１６,５９８
９３ １６,６９２

販売費及び一般管理費 １３,６７７

営 業 利 益 ３,０１４

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他

４６５
１,３２０

３３３
１１１

１,７８５

４４４

経 常 利 益 ４,３５５

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
そ の 他

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失
投資有価証券評価損
そ の 他

１０２
３２

１１２
２３８
３６８
１７０

１３４

８８９

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額

５２４
８２５

３,６００

１,３５０

当 期 純 利 益 ２,２４９
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（平成２４年４月１日から
平成２５年３月３１日まで） 単位：百万円

株主資本等変動計算書

科 目 残 高 及 び 変 動 事 由 金 額

株 主 資 本
資 本 金 当期首残高 ７,９０１

当期末残高 ７,９０１

資本剰余金
資本準備金 当期首残高 ７,８８９

当期末残高 ７,８８９

利益剰余金
その他利益剰余金
圧縮記帳積立金 当期首残高 ２,５８６

当期変動額 圧縮記帳積立金の取崩 △ ３３
圧縮記帳積立金の積立 ４８

当期末残高 ２,６０１

特別償却準備金 当期首残高 ―
当期変動額 特別償却準備金の積立 ３４
当期末残高 ３４

別途積立金 当期首残高 ５８,５１９
当期末残高 ５８,５１９

繰越利益剰余金 当期首残高 ３,５８０
当期変動額 剰余金の配当 △ ７３１

圧縮記帳積立金の取崩 ３３
圧縮記帳積立金の積立 △ ４８
特別償却準備金の積立 △ ３４
当期純利益 ２,２４９

当期末残高 ５,０４８

自 己 株 式 当期首残高 △ ４,２７８
当期変動額 自己株式の取得 △ １３４
当期末残高 △ ４,４１３

株主資本合計 当期首残高 ７６,１９９
当期変動額 剰余金の配当 △ ７３１

当期純利益 ２,２４９
自己株式の取得 △ １３４

当期末残高 ７７,５８３

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 当期首残高 １９７

当期変動額 株主資本以外の項目の当期変動額（純額） １,１６６
当期末残高 １,３６４

純資産合計 当期首残高 ７６,３９７
当期変動額 剰余金の配当 △ ７３１

当期純利益 ２,２４９
自己株式の取得 △ １３４
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） １,１６６

当期末残高 ７８,９４７
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

１． 資産の評価基準及び評価方法
⑴ 有価証券
① 子会社株式

及び関連会社株式 移動平均法による原価法
② その他有価証券

時価のあるもの 当期末の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）
なお、組込デリバティブを区分して

測定することができない複合金融商品
は、複合金融商品全体を時価評価し、
評価差額を当期末の損益に計上してい
る。

時価のないもの 移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資（金融商品取
引法第２条第２項により有価証券とみ
なされるもの）については、組合契約
に規定される決算報告日に応じて入手
可能な最近の決算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り込む方法によって
いる。

⑵ たな卸資産
① 未成工事支出金 個別法による原価法
② 材料貯蔵品 総平均法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
２． 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
（リース資産を除く）

建 物 定額法
建物以外 定率法

無形固定資産
（リース資産を除く）

ソフトウェア
（自社利用）

定額法
（５年償却）

そ の 他 定額法
リース資産 所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係る
リース資産

リース期間
定額法

３． 引当金の計上基準
⑴ 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
している。

⑵ 投資損失引当金
投資に対する損失への対応を図るため、財務健全性の観点か

ら、必要額を計上している。
なお、投資損失引当金は、当該資産の金額から直接控除して

いる。
⑶ 工事損失引当金

受注工事の損失発生に備えるため、当期末手持工事のうち、
損失の発生が見込まれ、かつ金額を合理的に見積ることのでき
る工事について、その損失見込額を計上している。

⑷ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上している。過去勤務債務
（債務の減額）については、その発生時における従業員の平均
残存勤務期間の年数による定額法により按分した額を発生時か
ら費用の減額処理している。また、数理計算上の差異について
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は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間の年数によ
る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理
している。

４． 完成工事高及び完成工事原価の計上基準
当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
を適用し、その他の工事については、工事完成基準を適用してい
る。

５． ヘッジ会計の方法
⑴ ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理による。なお、すべて金利スワップに係る特
例処理の要件を満たしているため、特例処理を採用している。

⑵ ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段……金利スワップ
ヘッジ対象……借入金利息

⑶ ヘッジ方針
当社は金融機関からの借入金の一部について、金利変動によ

るリスクを回避するため、金利スワップ取引を利用している。
投機目的のデリバティブ取引は行わない方針である。

⑷ ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性

の判定を省略している。
６． 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式に
よっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当事
業年度の費用として処理している。

７． 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示している。

会計方針の変更等に関する注記
会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更

当社は、法人税法の改正に伴い、当期より、平成２４年４月１日
以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基
づく減価償却の方法に変更している。
なお、この変更により、当期の営業利益、経常利益、税引前当

期純利益に与える影響は軽微である。

表示方法の変更に関する注記
１． 貸借対照表関係

前期において、流動資産の「その他」に含めて表示していた「短
期貸付金」は、金額的重要性が増したため、当期において区分掲
記することとした。
なお、前期の「短期貸付金」は８３０百万円である。
前期において、固定資産の投資その他の資産の「その他」に含

めて表示していた「出資金」は、当期において金額的重要性が増
したため、当期において「出資金」及び「関係会社出資金」とし
て区分掲記することとした。
なお、前期の「出資金」は１９百万円である。

２． 損益計算書関係
前期において、特別利益の「その他」に含めて表示していた「固

定資産売却益」は、金額的重要性が増したため、当期において区
分掲記することとした。
なお、前期の「固定資産売却益」は２５百万円である。

１８



貸借対照表に関する注記
１． 担保資産

担保に供している資産
短 期 貸 付 金 ２３百万円
投 資 有 価 証 券 ２２３百万円
関 係 会 社 株 式 ９７百万円
長 期 貸 付 金 １５４百万円

計 ４９９百万円
当社が出資しているＰＦＩ事業及び再生可能エネルギー発電事

業に関する事業会社の借入債務に対して、担保を提供している。
２． 有形固定資産の減価償却累計額 ３５,２２０百万円
３． 保証債務

被 保 証 者 保証金額 被保証債務の内容

渥美グリーンパワー㈱ ８１２百万円 ㈱みずほコーポレート銀行
に対する借入契約保証

長島ウインドヒル㈱ ４０７ ㈱日本政策投資銀行に対す
る借入契約保証

九連環境開發股份有限公司 ４０５ ㈱みずほコーポレート銀行
に対する借入契約保証等

計 １,６２５

４． 関係会社に対する短期金銭債権 １４,７６４百万円
関係会社に対する長期金銭債権 ８,９３３百万円
関係会社に対する短期金銭債務 １８,４３０百万円

５． 投資損失引当金
投資有価証券は投資損失引当金を２７７百万円、関係会社株式は

投資損失引当金を１９百万円、それぞれ控除して表示している。
６． 工事損失引当金

未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示
している。損失発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金
のうち、工事損失引当金に対応する額は、２０１百万円である。

７． 貸出コミットメント契約
当社貸手側
⑴ 当社はグループ全体の効率的資金運用・調達を行うため、
キャッシュ・マネジメント・サービスを導入しており、グループ
会社３８社と資金の集中・配分等のサービスに関する基本契約書を
締結し、キャッシュ・マネジメント・サービスによる貸出限度額
を設定している。
この契約に基づく当期末の貸出未実行残高は次のとおりである。
貸出コミットメントの総額 １０,３７０百万円
貸 出 実 行 残 高 １７１百万円
差 引 額 １０,１９８百万円

⑵ ＰＦＩ事業会社（１１社）への協調融資における劣後貸出人とし
て同１１社と劣後貸付契約を締結している。
なお、貸出コミットメントの総額は２２２百万円であるが、当期

末における実行残高はない。
８． キャッシュ・マネジメント・サービス借入金

連結子会社を対象にしたキャッシュ・マネジメント・サービス
による借入金を表示している。
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損益計算書に関する注記
１． 関係会社に対する売上高 ５０,６８０百万円
２． 関係会社からの仕入高 ４１,１５２百万円
３． 関係会社との営業取引以外の取引高 １,２３０百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項 （単位：株）

株式の種類 当 期 首 増 加 減 少 当 期 末
普通株式 ９,６７８,０１２ ２７８,７６７ ― ９,９５６,７７９
株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加５,７６７株及び取

締役会決議による自己株式の取得による増加２７３,０００株によるもので
ある。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産） 百万円

退職給付引当金
賞与引当金
減価償却超過額
貸倒引当金
そ の 他

６,９１８
１,５９３
３３９
２９８

１,８６７
繰延税金資産小計
評価性引当額

１１,０１６
△ ９３２

繰延税金資産合計
（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金
そ の 他

１０,０８３

△ １,４２８
△ ７５５

繰延税金負債合計 △ ２,１８３
繰延税金資産の純額 ７,９００
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関連当事者との取引に関する注記
１． 親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の
名 称

議決権等の
被所有割合

関連当事者
と の 関 係

取引の
内 容

取引金額
（百万円） 科 目 期末残高

（百万円）

その他の
関係会社 九州電力㈱

直接
３０.８５％
間接
０.１６％

建設工事の
請負施工
役員の兼任
１名

工事請負
施工
（注）３

４６,６８５

完成工事
未収入金 ７,１３２

未成工事
受 入 金 ８

（注） １． 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高に
は消費税等が含まれている。

２． 議決権等の被所有割合の間接所有は、㈱電気ビル（０.０７％）、光洋電器
工業㈱（０.０７％）、及び西日本プラント工業㈱（０.０２％）である。

３． 工事の受注については、市場価格等を勘案し、価格交渉のうえ、一般的
取引条件と同様に決定している。

２． 子会社及び関連会社等

種 類 会社等の
名 称

議決権等の
所有 割 合

関連当事者
との 関 係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 九州電工
ホーム㈱

直接
１００.００％

資金の貸付
（注）２
役員の兼任
３名

貸付金の回収 ６１ 短期貸付金 ６１

貸付利息受入 ６ 長期貸付金 ４,４７８

子会社 ㈱昭電社 直接
８１.９４％

材料等の
購入
役員の兼任
２名

材料等の購入
（注）３ １０,７９３ 工事未払金 ３,３４６

余剰資金の
預り（注）４ （注）４

キャッシュ・
マネジメント・
サービス借入金

１,８３４

子会社
五島玉之浦
風力発電㈱
（注）５

間接
１００.００％

資金の貸付
（注）２
役員の兼任
１名

貸付金の回収 １５８ 短期貸付金 １６１

貸付利息受入 ５２ 長期貸付金 ２,２２５

子会社
㈱新エネル
ギー企画
（注）５

直接
１００.００％

資金の貸付
（注）２
役員の兼任
２名

資金の貸付 ２,７７０
短期貸付金 ４,６３７

貸付金の回収 ３３７
貸付利息受入 ６３ 長期貸付金 ２９６

関連会社
㈱大分駅南
コミュニティ
サービス

直接
２７.００％

工事の請負
（注）６ 完成工事高 １,９０６ 完成工事

未収入金 ２,１４０

（注） １． 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高に
は消費税等が含まれている。

２． 九州電工ホーム㈱、五島玉之浦風力発電㈱及び㈱新エネルギー企画に対
する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定している。

３． 材料等の購入については、当社が見積価格の提示を受け、先方との交渉
のうえ決定している。

４． 余剰資金の預りは、グループ内の資金貸借制度を制定し、制定したルー
ルのもとで実施している。
また、余剰資金の預りは、資金貸借制度のもとで日々資金移動を行って
いることから、取引金額欄への記載は行っていない。

５． ㈱新エネルギー企画は、平成２５年４月１日付をもって、㈱ウィングラン
ド、五島玉之浦風力発電㈱及び㈱ウィンドテラ発電所を吸収合併のうえ、
社名を九電工新エネルギー㈱に変更している。

６． 工事の請負契約については、当社が見積価格を提示し、先方と交渉のう
え決定している。

１株当たり情報に関する注記
１． １株当たり純資産額 １,０８０円７４銭
２． １株当たり当期純利益 ３０円７９銭
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重要な後発事象に関する注記
株式取得による子会社化について

当社は、平成２５年４月２６日開催の取締役会において、「Asia Pro-
jects Engineering Pte Ltd」の持分８２.０９％の株式を取得し子会社
化することを決議し、平成２５年４月２６日付で株式売買契約を締結
した。
⑴ 被取得企業の概要
① 名 称 Asia Projects Engineering Pte Ltd

（以下APECO社）
② 本 店 所 在 地 ３２ペンジュンロード，シンガポール
③ 事 業 の 内 容 プラントエンジニアリング、関連工

事及びメンテナンスサービス事業
④ 資 本 金 １.５百万シンガポールドル
⑤ 企 業 結 合 日 平成２５年５月３１日予定
⑥ 企業結合の法的形式 株式取得
⑦ 結合後企業の名称 結合後企業の名称に変更はない
⑧ 取得した議決権比率 ８２.０９％（株式数１,２３１,３５０株 なお、

異動前は０株）
⑨ 取得企業を決定する

に至った主な根拠
当社が、現金を対価として議決権の
過半数を取得したため

⑵ 企業結合を行った主な理由
当社は、中期経営計画（２０１０年度～２０１４年度）の柱の一

つとして「拡大再生産の実践」を掲げ、経営資源を有望な
市場・分野に投入することとしている。その中で海外事業
展開については、東南アジアをターゲットとし、当社が持
つ技術・人材・ネットワークを活用して展開すると同時に、
国内外での良好なパートナーを発掘しアライアンスや資本
参画を行い、パートナーが持つ経営資源も活用しながら展
開する策も併せて推進する方針である。
シンガポールは東南アジア諸国の中心でもあり、そこで

４０年以上にわたり発電所工事及びプラントエンジニアリン
グ、地域冷房に関する工事で優れた実績を持つAPECO
社を子会社化することで、当社の強みである設備工事及び
環境エネルギー事業・工事とのシナジー効果が期待でき、
さらには中期的観点から東南アジアにおいてダイナミック
な事業展開が実現できると考える。

⑶ 被取得企業の取得原価及びその内訳
取得の対価 企業価値相当分 ２,３００百万円

結合時に引き継がれる
余剰現金相当分 １,３００百万円

取得に要した費用 デューディリジェンス
費用等 １４５百万円

取 得 原 価 ３,７４５百万円
上記金額は概算であり、株式の取得日以降に確定する。

なお、取得の対価は現金にて支払う予定である。
⑷ 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定していない。
⑸ 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並び

にその主な内訳
現時点では確定していない。

連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、連結配当規制の適用会社である。
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（平成２５年６月２６日現在）

（平成２５年３月３１日現在）

設立年月日 昭和１９年１２月１日
発行可能株式総数 ２億５,０００万株
発行済株式の総数 ８３,００５,８１９株
資本金 ７,９０１,８８４,２１１円
従業員数 ５,７７５名

会社の概要

役 員

■ 取 締 役
代 表 取 締 役 会 長 橋 田 紘 一
代 表 取 締 役 社 長 西 村 松 次
代表取締役 副社長執行役員 藤 永 憲 一
取締役 専務執行役員 馬場﨑 紀 文
取締役 専務執行役員 荒 木 俊 洋
取締役 常務執行役員 山 下 公 成
取締役 常務執行役員 長 﨑 孝 博
取締役 常務執行役員 柿 本 仁 司
取締役 常務執行役員 上 田 宰 二
取締役 常務執行役員 檜 垣 博 紀
取締役 上席執行役員 武 井 秀 樹
取締役 上席執行役員 石 橋 和 幸
取締役 （非常勤） 渡 辺 顯 好

２３



■ 執行役員
専務執行役員 丸 山 明
常務執行役員 猪 野 生 紀
常務執行役員 新 宅 和 博
上席執行役員 塩 月 輝 雄
上席執行役員 北 村 邦 彦
上席執行役員 山 本 泰 弘
執 行 役 員 鹿 島 康 宏
執 行 役 員 福 井 慶 蔵
執 行 役 員 石 原 英 樹
執 行 役 員 塚 原 修 二
執 行 役 員 塔 鼻 信 雄
執 行 役 員 城 野 正 明

■ 監 査 役
常任監査役（常 勤） 谷 口 筆 敏
監 査 役（常 勤） 青 木 繁 幸
監 査 役（非常勤） 瓜 生 道 明
監 査 役（非常勤） 川 原 道 憲
監 査 役（非常勤） 福 重 康 行
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5,000,000株以上
1,000,000株以上
500,000株以上
100,000株以上
50,000株以上
50,000株未満

個　　人
金融機関
そ の 他
外 国 人

九 州
関 東
近 畿
そ の 他

●所有数別

●所有者別

●地域別

46.1％（ 3名）
18.8％（ 9名）

19.2％（5,617名）

26.1％（5,426名）

61.1％（2,751名）
16.2％（1,108名）
2.4％（   879名）
20.3％（   978名）

22.0％（48名）
45.5％（136名）

6.4％（106名）

2.1％（ 3名）
9.9％（38名）
3.9％（46名）

株式分布（株主数・株数比率）（平成２５年３月３１日現在）
株式の状況
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１． 決算期 ３月３１日
２． 定時株主総会 ６月
３． 剰余金の配当の基準日

期末配当 ３月３１日
中間配当 ９月３０日

４． 公告方法
電子公告とし、当社ホームページ（http://www.kyudenko.co.jp）
に掲載します。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合、日本経済新聞
に掲載します。

５． 単元株式数 １,０００株
６． 株主名簿管理人事務取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
（郵便物送付先）
〒１６８-００６３
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
（電話照会先）
電話 ０１２０-７８２-０３１（フリーダイヤル）
取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の本店およ
び全国各支店で行っております。

（お知らせ）
⑴ 住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について

株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、特別口座が開設されました株主様は、三井住
友信託銀行株式会社にお申出ください。
特別口座に関する各種手続（住所変更、単元未満株
式買取請求及び配当金振込指定等）に必要な各用紙の
ご請求は、フリーダイヤル０１２０-７８２-０３１（祝日を除く
月曜日～金曜日９：００～１７：００）で受付いたしております。

⑵ 未払配当金の支払について
株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社に
お申出ください。

株式のご案内
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（延岡西階総合運動公園清掃 宮崎）

（大分ガレリア竹町ドーム広場清掃 大分）

九電工グループの社会貢献
九電工グループでは、台風など自然災害時におい
て、配電線工事、電気・空調管設備の復旧作業など
を迅速に行うための体制構築を行っております。
また、地域社会でのボランティア活動などを通じ、
社会に貢献する活動にも取り組み、地域社会から信
頼される誠実な企業活動を実践してまいります。

地域社会との共生
「さわやかコミュニティ旬間」（毎年１０月）におけ
るボランティア活動
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（嘉穂劇場清掃 北九州）

（小倉城清掃 北九州）

（志布志市有明総合体育館近隣清掃 鹿児島）

（鴨池公園水泳プール近隣清掃
鹿児島）

（熊本城清掃 熊本）
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Ｍ Ｅ Ｍ Ｏ
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Ｍ Ｅ Ｍ Ｏ
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当社のホームページアドレス

http://www.kyudenko.co.jp

この印刷物は自然環境保護のために再生紙を使用しています。
また、植物油インキを使用しております。

本 店 福岡市南区那の川１丁目２３番３５号
電話０９２（５２３）６２５５

東 京 本 社 東京都豊島区東池袋３丁目１番１号 サンシャイン６０・３１階
電話０３（３９８０）８６１１

福 岡 支 店 福岡市南区那の川１丁目２４番１号
電話０９２（５２５）２７００

北九州支店 北九州市小倉北区米町２丁目２番１号
電話０９３（５４１）８３０１

大 分 支 店 大分市花津留２丁目２５番１６号
電話０９７（５５３）２５６１

宮 崎 支 店 宮崎市江平東町４番地１
電話０９８５（ ２６）９８５０

鹿児島支店 鹿児島市鴨池新町１番１号
電話０９９（２５６）２１６１

熊 本 支 店 熊本市中央区本荘６丁目１７番２１号
電話０９６（３６６）２１５２

長 崎 支 店 長崎市平野町２２番４０号
電話０９５（８４０）０８００

佐 賀 支 店 佐賀市神野東２丁目６番２６号
電話０９５２（ ３３）２００２

関 西 支 店 大阪市中央区南船場２丁目９番８号 シマノ・住友生命ビル８階
電話０６（６２８２）７２５３

沖 縄 支 店 豊見城市字豊崎１番４０５
電話０９８（８５６）９０５０


